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～地域社会の再生・活性化をめざして～

地域貢献

　当金庫は、福岡市を主な営業エリアとして、地域の中小企業者や住民
が会員となって、お互いに助け合い、お互いに発展していくことを共通の
理念として運営されている相互扶助型の金融機関です。
　地域のお客さまからお預かりした大切な資金（預金積金）は、地域で資
金を必要とするお客さまに融資を行って、事業や生活の繁栄のお手伝い
をするとともに、地域社会の一員として地域の中小・小規模企業や住民と
の強い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展に努めておりま
す。また、金融機能の提供にとどまらず、文化、環境、教育といった面も視
野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。

当金庫の地域経済活性化の取組みについて

預金積金に関する事項（地域からの資金調達の状況）

「経営者保証に関するガイドライン」への取組み

貸出金（運用）に関する事項（地域への資金供給の状況）

2018年度の決算に関する事項

■預金積金残高　111,240百万円　当金庫は地域のお客さまの着実な資産づくりのお
手伝いをさせていただいております。お客さまの子育
てを応援する「子育て積金」など、お客さまの大切な
財産の運用を安全かつ、確実に行い、気軽にご利用
いただけますよう、各種預金を取り揃えています。
　詳細は、本誌19・20ページをご覧ください。

　お客さまからお預かりした預金積金は、お客さまの
さまざまな資金ニーズにお応えし、地域の中小企業の
健全な発展や豊かな暮らしのお手伝いをすることが、
当金庫の大切な使命と考え、円滑な資金を供給する
形で、お客さまや地域社会へ還元を行っております。
　また、貸出金につきましては小口多数の原則を心が
けております。
　当金庫が取り扱っております商品や貸出金残高等
は、本誌21・32～34ページをご覧ください。

■貸出金残高　69,535百万円
■預金積金残高に対する貸出金残高の割合（預貸率） 62.50％
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　『福岡しんきんクオリティアップ3ケ年計画』の初年度にあた
り、当金庫の独自性・特性を発揮しながら、「存在感・信頼度・好
感度・一体感」を一層高めることを重点戦略に掲げ、収益性の
改善に向け、積極的な営業活動に取り組んでまいりました。その
結果、期末貸出金残高は695億円（前期比4億円、0.68％減
少）、期中平均残高は694億円（前期比11億円、1.65％増加）、
期末預積金残高は1,112億円（前期比26億円、2.34％減少）、
期中平均残高は1,202億円（前期比14億円、1.18％減少）となり
ました。
　収益面においては、預け金利息や有価証券利息配当金の
減少や役務取引等費用の増加はあったものの、貸出金量の拡

大や貸出金未収利息回収に伴う貸出金利息の増加、預金利
回りの低下に伴う預金利息の減少に加え、貸倒引当金戻入益
の増加もあり、2018年度の当期純利益は前期比78百万円増
益の256百万円となりました。また、自己資本比率は、8.20％と国
内基準4.00％を大きく上回っております。
　福岡市に本店を置く唯一の信用金庫として、創業以来の経
営の基本方針である「地域社会に奉仕し、その繁栄に貢献す
る」ことを目標に、地域に根差した営業活動を積極的に展開し、
地域になくてはならない信用金庫であり続けるよう役職員一同
全力を尽くしてまいります。
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文化的・社会的貢献に関する事項

中小企業者の方々への経営支援等

　経済全体の景況感と同様に、当金庫のお取引先である中小・小規模企業者
の方々の業況も、全体的には回復傾向にあります。
　一方で、人口減少や少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少及び事業承継
問題などの様 な々課題も懸念されております。
　当金庫は、地域のお客様のために本業支援による健全な育成・再生に寄与
すると共に、利用者の方々の満足度向上を目指して経営に努めてまいりました。
　2016年9月には、金融庁から「金融仲介機能のベンチマーク」が公表され、金
融機関はベンチマークへの積極的な取組みを通じ、金融仲介機能を発揮し、
地域の皆さまの発展や活性化に貢献する事が求められております。
　このような環境下で、当金庫は、お取引先企業の経営支援・育成強化を目的
として、2004年1月に「企業支援室」を設置し、2013年3月には、福岡財務支局と
九州経済産業局から中小企業の経営を支援する経営革新等支援機関に認
定されました。
　今後も当金庫は中小企業の経営改善及び地域の活性化のために、経営改
善計画の策定支援、実行支援、金融支援等、金融の円滑化に取り組んでまいり
ます。

　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入れや
保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するための態勢を整備しています。また、経営者保証の
必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、
同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

●税務相談
毎月18日、本店のお客さまなんでも相談室
「親近館」において税務相談を開催していま
す。

●経営相談
当金庫は、中小企業診断士等外部専門家と連
携して「専門家派遣による経営相談」を行っ
ております（事前予約制）。相談内容に応じた
専門家に年間3回まで無料で相談できます。

●情報提供活動
信用金庫業界を結んだネットワークを利用し
た情報提供活動を行っています。

●交流・親睦
各支店において、校区夏祭りや花火大会・灯
明まつり等の地域イベントへ参加・協賛して
います。

  教育・文化活動

• 福岡県子育て応援企業に登録

博多どんたく

歳末街頭募金活動

餅つき大会

信用金庫の日
（清掃活動）

  福祉活動

• 信用金庫の日（毎年6月15日） 献血運動・
 清掃活動
• 東日本大震災義援金受付
• 熊本地震災害義援金受付
• 福岡県朝倉市、朝倉郡東峰村における
 災害義援金受付
• 歳末街頭募金活動、餅つき大会

  地域行事

• 博多どんたく
   （本店にて稚児舞・博多松囃子・三福神慶祝）
• 「博多祇園山笠」協賛

項　目 2018年度

新規に無保証で融資した件数

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合

保証契約を解除した件数

281件
11.25%
34件

0件経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る）
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2018年度の決算に関する事項

〈訂正前〉

〈訂正後〉

　令和元年７月に発行いたしましたディスクロージャー誌「福岡しんきんレポート2019」に記載の自己資
本比率が誤っておりました。
　お詫び申し上げますとともに、下記のとおり関連箇所を訂正いたします。
　なお、本ホームページに記載しております「福岡しんきんレポート2019」は、訂正後のものと差し替え
ております。

ディスクロージャー誌の一部訂正について



2018年度における事業の概況
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監査報告書
2018年度の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、
信用金庫法第38条の2第3項の規定に基づき、EY新日本有限責任監
査法人の監査を受けております。

①事業の方針
2018年度は、『福岡しんきんクオリティアップ3ケ年計画』の初年度にあたり、当金
庫の独自性・特性を発揮しながら、「存在感・信頼度・好感度・一体感」を一層高める
ことを重点戦略に掲げ、収益性の改善に向け、積極的な営業活動に取り組んでまいりま
した。
なお、当金庫は理事並びに職員の職務の執行が法令及び定款に適合した適正なものと

なるように、信用金庫法第36条第5項第5号及び同法施行規則第23条に基づいて「内
部統制基本方針」を定めております。この基本方針のもとに「統合的リスク管理規程」、
「コンプライアンス規程」等の諸規程を整備し、2018年度においても、理事会、常務
理事会、総合リスク管理委員会、コンプライアンス委員会などを定期的に開催し、適正
な業務の執行に努めております。

②金融経済環境
2018年度の我が国経済は、総じて緩やかな回復が続いており、企業収益が好調な中
で設備投資が増加するとともに、雇用・所得環境の改善により個人消費の持直しが続く
など経済の好循環は着実に回りつつあります。しかしながら、人口減少・少子高齢化に
伴う労働力不足や社会保障費の増加、年金財源の逼迫など様々な課題にも直面しており、
日本経済の潜在成長力の伸悩みが懸念されております。
金融面では、我々地域金融機関においては、一連の金融緩和政策により市場金利が依

然として低水準で推移する中で、資金需要の喚起にまでは至っていないばかりか、貸出
金利や有価証券利回りも依然として低下傾向にあり、利ざや縮小により資金利益が減少
するといったいわゆる政策の副作用によって収益性の悪化が深刻化しております。
また、地域銀行の経営統合やフィンテック活用の進展、ゆうちょ銀行の預入限度額の

再引き上げなど金融機関を取り巻く環境変化は著しいものとなっております。

③実 績
当金庫の2018年度の業績については、貸出金においては、中小企業向け融資の積極

的な取組みにより、新規事業所開拓及び貸出金の量的拡大に努めてまいりました。また、
個人のライフサイクルの支援強化を目的とした消費者ローン・住宅ローン等のリテール
部門についても、積極的な取組みを推進してまいりました。その結果、2018年度末の
貸出金残高は695億円（前期比4億円、0．68％減少）、期中平均残高は694億円（前期
比11億円、1．65％増加）となりました。
預積金においては、夏・冬にそれぞれキャンペーン金利を付した「あじさい定期預金」、

「冬のHOT定期預金」を発売し、個人ニューマネーの獲得に努めてまいりましたが、
一方で、高金利の大口定期預金の金利引下げに伴う預金流出もあり、2018年度末の預
積金残高は1，112億円（前期比26億円、2．34％減少）、期中平均残高は1，202億円
（前期比14億円、1．18％減少）となりました。
収益面においては、預け金利息や有価証券利息配当金の減少や役務取引等費用の増加

はあったものの、貸出金量の拡大や貸出金未収利息回収に伴う貸出金利息の増加、預金
利回りの低下に伴う預金利息の減少に加え、貸倒引当金戻入益の増加もあり、2018年
度の当期純利益は前期比78百万円増益の256百万円となりました。
なお、金融機関の健全性を示す指標である自己資本比率は、8．20％と国内基準
4．00％を大きく上回っております。

④事業の展望及び当金庫が対処すべき課題
2019年度の我が国の経済見通しについては、10月に消費税率の引き上げが予定さ
れていますが、当初予算において臨時・特別の措置が講じられており、その政策効果も
あって、緩やかな景気回復が続くものと期待されております。
こうした中、当金庫において、2019年度は、『福岡しんきんクオリティアップ3ケ年

計画』の2年度目にあたり、当金庫の独自性・特性をさらに発揮しながら、お客様や地
域の成長・発展等に資する取組みをより一層推進していくことにより、福岡信用金庫の
存在意義を益々高め、地域社会においてさらに必要とされる金融機関であり続けたいと
考えております。
福岡市は、九州の中枢管理機能都市として益々の発展と活況が期待されております。

そのような中で、福岡市に本店を置く唯一の信用金庫として、創業以来の経営の基本方
針である「地域社会に奉仕し、その繁栄に貢献する」ことを目標に、地域に根差した営
業活動を積極的に展開し、地域になくてはならない信用金庫であり続けるよう役職員一
同全力を尽くしてまいります。

２０１８年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という）の適正性、
及び財務諸表作成に係る内部検査の有効性を確認しております。

２０１９年6月２６日
福 岡 信用金庫

理 事 長 安 部 文 仁

独立監査人の監査報告書
令和元年５月２７日

福 岡 信 用 金 庫
理 事 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊加井 真 弓

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 永 里 剛

当監査法人は、信用金庫法第３８条の2第3項の規定に基づき、
福岡信用金庫の平成３０年4月1日から平成３１年3月３１日までの第
９５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、剰
余金処分案及び注記並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、信用金庫法及び同施行規則並びに我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、

独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示

について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及び
その附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見
表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計
算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討すること
が含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠

を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、信用金

庫法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認め
られる会計の慣行に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。
利害関係
金庫と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
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監査報告書
2018年度の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、
信用金庫法第38条の2第3項の規定に基づき、EY新日本有限責任監
査法人の監査を受けております。

①事業の方針
2018年度は、『福岡しんきんクオリティアップ3ケ年計画』の初年度にあたり、当金

庫の独自性・特性を発揮しながら、「存在感・信頼度・好感度・一体感」を一層高める
ことを重点戦略に掲げ、収益性の改善に向け、積極的な営業活動に取り組んでまいりま
した。
なお、当金庫は理事並びに職員の職務の執行が法令及び定款に適合した適正なものと

なるように、信用金庫法第36条第5項第5号及び同法施行規則第23条に基づいて「内
部統制基本方針」を定めております。この基本方針のもとに「統合的リスク管理規程」、
「コンプライアンス規程」等の諸規程を整備し、2018年度においても、理事会、常務
理事会、総合リスク管理委員会、コンプライアンス委員会などを定期的に開催し、適正
な業務の執行に努めております。

②金融経済環境
2018年度の我が国経済は、総じて緩やかな回復が続いており、企業収益が好調な中

で設備投資が増加するとともに、雇用・所得環境の改善により個人消費の持直しが続く
など経済の好循環は着実に回りつつあります。しかしながら、人口減少・少子高齢化に
伴う労働力不足や社会保障費の増加、年金財源の逼迫など様々な課題にも直面しており、
日本経済の潜在成長力の伸悩みが懸念されております。
金融面では、我々地域金融機関においては、一連の金融緩和政策により市場金利が依

然として低水準で推移する中で、資金需要の喚起にまでは至っていないばかりか、貸出
金利や有価証券利回りも依然として低下傾向にあり、利ざや縮小により資金利益が減少
するといったいわゆる政策の副作用によって収益性の悪化が深刻化しております。
また、地域銀行の経営統合やフィンテック活用の進展、ゆうちょ銀行の預入限度額の

再引き上げなど金融機関を取り巻く環境変化は著しいものとなっております。

③実 績
当金庫の2018年度の業績については、貸出金においては、中小企業向け融資の積極

的な取組みにより、新規事業所開拓及び貸出金の量的拡大に努めてまいりました。また、
個人のライフサイクルの支援強化を目的とした消費者ローン・住宅ローン等のリテール
部門についても、積極的な取組みを推進してまいりました。その結果、2018年度末の
貸出金残高は695億円（前期比4億円、0．68％減少）、期中平均残高は694億円（前期
比11億円、1．65％増加）となりました。
預積金においては、夏・冬にそれぞれキャンペーン金利を付した「あじさい定期預金」、

「冬のHOT定期預金」を発売し、個人ニューマネーの獲得に努めてまいりましたが、
一方で、高金利の大口定期預金の金利引下げに伴う預金流出もあり、2018年度末の預
積金残高は1，112億円（前期比26億円、2．34％減少）、期中平均残高は1，202億円
（前期比14億円、1．18％減少）となりました。
収益面においては、預け金利息や有価証券利息配当金の減少や役務取引等費用の増加

はあったものの、貸出金量の拡大や貸出金未収利息回収に伴う貸出金利息の増加、預金
利回りの低下に伴う預金利息の減少に加え、貸倒引当金戻入益の増加もあり、2018年
度の当期純利益は前期比78百万円増益の256百万円となりました。
なお、金融機関の健全性を示す指標である自己資本比率は、8．18％と国内基準
4．00％を大きく上回っております。

④事業の展望及び当金庫が対処すべき課題
2019年度の我が国の経済見通しについては、10月に消費税率の引き上げが予定さ

れていますが、当初予算において臨時・特別の措置が講じられており、その政策効果も
あって、緩やかな景気回復が続くものと期待されております。
こうした中、当金庫において、2019年度は、『福岡しんきんクオリティアップ3ケ年

計画』の2年度目にあたり、当金庫の独自性・特性をさらに発揮しながら、お客様や地
域の成長・発展等に資する取組みをより一層推進していくことにより、福岡信用金庫の
存在意義を益々高め、地域社会においてさらに必要とされる金融機関であり続けたいと
考えております。
福岡市は、九州の中枢管理機能都市として益々の発展と活況が期待されております。

そのような中で、福岡市に本店を置く唯一の信用金庫として、創業以来の経営の基本方
針である「地域社会に奉仕し、その繁栄に貢献する」ことを目標に、地域に根差した営
業活動を積極的に展開し、地域になくてはならない信用金庫であり続けるよう役職員一
同全力を尽くしてまいります。

２０１８年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という）の適正性、
及び財務諸表作成に係る内部検査の有効性を確認しております。

２０１９年6月２６日
福 岡 信用金庫

理 事 長 安 部 文 仁

独立監査人の監査報告書
令和元年５月２７日

福 岡 信 用 金 庫
理 事 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 伊加井 真 弓

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 永 里 剛

当監査法人は、信用金庫法第３８条の2第3項の規定に基づき、
福岡信用金庫の平成３０年4月1日から平成３１年3月３１日までの第
９５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、剰
余金処分案及び注記並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、信用金庫法及び同施行規則並びに我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、

独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示

について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及び
その附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見
表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計
算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討すること
が含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠

を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、信用金

庫法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認め
られる会計の慣行に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。
利害関係
金庫と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
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（注）残高計数は期末現在。総資産額は債務保証見返額を含んでおります。
「業務純益」とは金融機関の基本的な業務に係る利益を表しております。
「単体自己資本比率」は信用金庫法第89条において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

■資産の部 単位：千円

1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償
却原価法（定額法）、その他有価証券については原則として決算日の市
場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、
ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移
動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により
処理しております。

3．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、1998
年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年
4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を
採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 35年～50年
その他 3年～20年

4．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却し
ております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内にお

ける利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。
5．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無
形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とし
た定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース
契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外
のものは零としております。

6．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上
しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破
綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下
「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し

■負債の部及び純資産の部 単位：千円

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
経 常 収 益（千円） 2，233，145 2，338，347 2，287，337 2，313，092 2，373，689
経 常 利 益（ 〃 ） 168，336 313，727 258，522 179，065 301，841
業 務 純 益（ 〃 ） 268，135 256，082 337，075 311，599 219，870
当 期 純 利 益（ 〃 ） 158，139 300，785 348，158 178，222 256，499
出 資 総 額（百 万 円 ） 698 691 687 680 674
出 資 総 口 数（ 口 ） 1，396，226 1，383，946 1，375，992 1，361，752 1，349，160
純 資 産 額（百 万 円 ） 6，329 6，797 6，795 6，789 7，204
総 資 産 額（ 〃 ） 126，672 127，376 124，640 122，471 121，305
預 積 金 残 高（ 〃 ） 118，386 118，653 116，178 113，899 111，240
貸 出 金 残 高（ 〃 ） 62，433 62，599 67，513 70，009 69，535
有 価 証 券 残 高（ 〃 ） 17，852 23，424 19，644 15，292 19，242
単 体 自 己 資 本 比 率（ % ） 9．16 9．57 8．97 8．35 8．20
出資に対する配当金（出資一口当り）（ 円 ） 19 19 19 19 19
職 員 数（ 人 ） 149 141 151 155 151

主要な経営指標の推移

科 目 2017年度 2018年度
（ 資 産 の 部 ）
現 金 2，896，142 2，946，867
預 け 金 27，591，188 22，558，757
金 銭 の 信 託
有 価 証 券 15，292，556 19，242，952
国 債 3，836，967 3，610，326
地 方 債 2，545，961 3，200，195
短 期 社 債
社 債 4，912，558 5，234，395
株 式 266，619 296，375
そ の 他 の 証 券 3，730，450 6，901，659

貸 出 金 70，009，937 69，535，515
割 引 手 形 804，480 782，225
手 形 貸 付 4，948，106 3，532，363
証 書 貸 付 62，187，270 63，150，491
当 座 貸 越 2，070，079 2，070，434

そ の 他 資 産 704，341 731，532
未 決 済 為 替 貸 22，944 47，773
しんきん中金出資金 558，100 558，100
前 払 費 用 8，995 8，299
未 収 収 益 90，430 91，045
そ の 他 の 資 産 23，870 26，314

有 形 固 定 資 産 6，051，704 6，215，952
建 物 1，058，591 1，172，213
土 地 4，842，326 4，842，326
その他の有形固定資産 150，786 201，412

無 形 固 定 資 産 9，286 11，929
ソ フ ト ウ エ ア 4，776 7，650
その他の無形固定資産 4，510 4，279

繰 延 税 金 資 産 109，287
債 務 保 証 見 返 119，120 209，524
貸 倒 引 当 金 △312，331 △147，135
（うち個別貸倒引当金） （△127，721） （△82，177）
資産の部合計 122，471，233 121，305，897

貸借対照表

科 目 2017年度 2018年度
（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金 113，899，598 111，240，005
当 座 預 金 2，581，438 2，250，751
普 通 預 金 39，213，098 42，359，689
貯 蓄 預 金 21，915 17，612
通 知 預 金 381，000 159，270
定 期 預 金 66，587，069 61，239，163
定 期 積 金 4，823，645 4，852，715
そ の 他 の 預 金 291，432 360，803

借 用 金 47，500 992，500
借 入 金 47，500 992，500

そ の 他 負 債 349，906 352，586
未 決 済 為 替 借 33，867 47，781
未 払 費 用 64，841 70，547
給 付 補 て ん 備 金 2，552 2，588
未 払 法 人 税 等 1，768 1，768
前 受 収 益 76，026 47，098
払 戻 未 済 金 7，470 6，726
そ の 他 の 負 債 163，379 176，076

賞 与 引 当 金 31，648 30，830
退 職 給 付 引 当 金 104，287 136，512
役員退職慰労引当金 73，570 72，270
そ の 他 の 引 当 金 17，091 18，942
繰 延 税 金 負 債 9，735
再評価に係る繰延税金負債 1，038，793 1，038，793
債 務 保 証 119，120 209，524
負 債 の 部 合 計 115，681，517 114，101，701
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 680，876 674，580
普 通 出 資 金 680，876 674，580

利 益 剰 余 金 3，445，742 3，675，116
利 益 準 備 金 717，681 717，681
その他利益剰余金 2，728，060 2，957，435
特 別 積 立 金 2，520，000 2，670，000
当期未処分剰余金 208，060 287，435

処 分 未 済 持 分 △4，157 △8，358
会 員 勘 定 合 計 4，122，461 4，341，338
その他有価証券評価差額金 94，645 290，248
土 地 再 評 価 差 額 金 2，572，609 2，572，609
評価・換算差額等合計 2，667，255 2，862，857
純 資 産 の 部 合 計 6，789，716 7，204，196
負債及び純資産の部合計 122，471，233 121，305，897

貸借対照表の注記
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（注）残高計数は期末現在。総資産額は債務保証見返額を含んでおります。
「業務純益」とは金融機関の基本的な業務に係る利益を表しております。
「単体自己資本比率」は信用金庫法第89条において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準を採用しております。

■資産の部 単位：千円

1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償
却原価法（定額法）、その他有価証券については原則として決算日の市
場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、
ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移
動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により
処理しております。

3．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、1998
年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年
4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を
採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 35年～50年
その他 3年～20年

4．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却し
ております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内にお

ける利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。
5．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無
形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とし
た定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース
契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外
のものは零としております。

6．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上
しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破
綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下
「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記
載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し

■負債の部及び純資産の部 単位：千円

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
経 常 収 益（千円） 2，233，145 2，338，347 2，287，337 2，313，092 2，373，689
経 常 利 益（ 〃 ） 168，336 313，727 258，522 179，065 301，841
業 務 純 益（ 〃 ） 268，135 256，082 337，075 311，599 219，870
当 期 純 利 益（ 〃 ） 158，139 300，785 348，158 178，222 256，499
出 資 総 額（百 万 円 ） 698 691 687 680 674
出 資 総 口 数（ 口 ） 1，396，226 1，383，946 1，375，992 1，361，752 1，349，160
純 資 産 額（百 万 円 ） 6，329 6，797 6，795 6，789 7，204
総 資 産 額（ 〃 ） 126，672 127，376 124，640 122，471 121，305
預 積 金 残 高（ 〃 ） 118，386 118，653 116，178 113，899 111，240
貸 出 金 残 高（ 〃 ） 62，433 62，599 67，513 70，009 69，535
有 価 証 券 残 高（ 〃 ） 17，852 23，424 19，644 15，292 19，242
単 体 自 己 資 本 比 率（ % ） 9．16 9．57 8．97 8．35 8．18
出資に対する配当金（出資一口当り）（ 円 ） 19 19 19 19 19
職 員 数（ 人 ） 149 141 151 155 151

主要な経営指標の推移

科 目 2017年度 2018年度
（ 資 産 の 部 ）
現 金 2，896，142 2，946，867
預 け 金 27，591，188 22，558，757
金 銭 の 信 託
有 価 証 券 15，292，556 19，242，952
国 債 3，836，967 3，610，326
地 方 債 2，545，961 3，200，195
短 期 社 債
社 債 4，912，558 5，234，395
株 式 266，619 296，375
そ の 他 の 証 券 3，730，450 6，901，659

貸 出 金 70，009，937 69，535，515
割 引 手 形 804，480 782，225
手 形 貸 付 4，948，106 3，532，363
証 書 貸 付 62，187，270 63，150，491
当 座 貸 越 2，070，079 2，070，434

そ の 他 資 産 704，341 731，532
未 決 済 為 替 貸 22，944 47，773
しんきん中金出資金 558，100 558，100
前 払 費 用 8，995 8，299
未 収 収 益 90，430 91，045
そ の 他 の 資 産 23，870 26，314

有 形 固 定 資 産 6，051，704 6，215，952
建 物 1，058，591 1，172，213
土 地 4，842，326 4，842，326
その他の有形固定資産 150，786 201，412

無 形 固 定 資 産 9，286 11，929
ソ フ ト ウ エ ア 4，776 7，650
その他の無形固定資産 4，510 4，279

繰 延 税 金 資 産 109，287
債 務 保 証 見 返 119，120 209，524
貸 倒 引 当 金 △312，331 △147，135
（うち個別貸倒引当金） （△127，721） （△82，177）
資産の部合計 122，471，233 121，305，897

貸借対照表

科 目 2017年度 2018年度
（ 負 債 の 部 ）
預 金 積 金 113，899，598 111，240，005
当 座 預 金 2，581，438 2，250，751
普 通 預 金 39，213，098 42，359，689
貯 蓄 預 金 21，915 17，612
通 知 預 金 381，000 159，270
定 期 預 金 66，587，069 61，239，163
定 期 積 金 4，823，645 4，852，715
そ の 他 の 預 金 291，432 360，803

借 用 金 47，500 992，500
借 入 金 47，500 992，500

そ の 他 負 債 349，906 352，586
未 決 済 為 替 借 33，867 47，781
未 払 費 用 64，841 70，547
給 付 補 て ん 備 金 2，552 2，588
未 払 法 人 税 等 1，768 1，768
前 受 収 益 76，026 47，098
払 戻 未 済 金 7，470 6，726
そ の 他 の 負 債 163，379 176，076

賞 与 引 当 金 31，648 30，830
退 職 給 付 引 当 金 104，287 136，512
役員退職慰労引当金 73，570 72，270
そ の 他 の 引 当 金 17，091 18，942
繰 延 税 金 負 債 9，735
再評価に係る繰延税金負債 1，038，793 1，038，793
債 務 保 証 119，120 209，524
負 債 の 部 合 計 115，681，517 114，101，701
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 680，876 674，580
普 通 出 資 金 680，876 674，580

利 益 剰 余 金 3，445，742 3，675，116
利 益 準 備 金 717，681 717，681
その他利益剰余金 2，728，060 2，957，435
特 別 積 立 金 2，520，000 2，670，000
当期未処分剰余金 208，060 287，435

処 分 未 済 持 分 △4，157 △8，358
会 員 勘 定 合 計 4，122，461 4，341，338
その他有価証券評価差額金 94，645 290，248
土 地 再 評 価 差 額 金 2，572，609 2，572，609
評価・換算差額等合計 2，667，255 2，862，857
純 資 産 の 部 合 計 6，789，716 7，204，196
負債及び純資産の部合計 122，471，233 121，305，897

貸借対照表の注記
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（1）自己資本の構成に
関する事項

単位：百万円

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に
基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（2006年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

単体における事業年度の開示事項

項 目 2017年度 2018年度経過措置に
よる不算入額

経過措置に
よる不算入額

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 4，095 4，314
う ち 、出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 680 674
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 3，445 3，675
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （△） 27 26
う ち 、上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 △4 △8

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 184 64
うち、一般貸倒引当金 コ ア 資 本 算 入 額 184 64
う ち 、適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当
する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 975 812

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額（イ） 5，255 5，191
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・
ライツに係るものを除く。）の額の合計額 7 1

う ち 、の れ ん に 係 る も の の 額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 7 1

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適 格 引 当 金 不 足 額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負 債 の 時 価 評 価 に よ り 生 じ た 時 価 評 価
差 額 で あ っ て 自 己 資 本 に 算 入 さ れ る 額
前 払 年 金 費 用 の 額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信 用 金 庫 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額
特 定 項 目 に 係 る 10 ％ 基 準 超 過 額
うち、その他金融機関等の対象普通出資
等に該当するものに関連するものの 額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの 額
う ち 、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る
も の に 限 る 。）に 関 連 す る も の の 額

特 定 項 目 に 係 る 15 ％ 基 準 超 過 額
うち、その他金融機関等の対象普通出資
等に該当するものに関連するものの 額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの 額
う ち 、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る
も の に 限 る 。）に 関 連 す る も の の 額

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額（ロ） 7
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （（イ）－（ロ））（ハ） 5，247 5，191
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 （3）
信 用 リ ス ク・ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 59，623 59，941
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 2，248 2，242
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・
サービシング・ライツに係るものを除く。） 1

う ち 、 繰 延 税 金 資 産
う ち 、 前 払 年 金 費 用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △1，365 △1，368
うち、上記以外に 該 当 す る も の の 額 3，611 3，611

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 3，221 3，336
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額
オペレーショナル・リスク 相 当 額 調 整 額
リ ス ク・ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額（ニ） 62，844 63，278
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 （（ハ）/（ニ）） 8．35% 8．20%

／福岡信用金庫／１９０５００９０４ディスクロージャー／２０１９年度・資料編  2019.07.02 08.58.00  Page 16 

37

（1）自己資本の構成に
関する事項

単位：百万円

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に
基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（2006年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

単体における事業年度の開示事項

項 目 2017年度 2018年度経過措置に
よる不算入額

経過措置に
よる不算入額

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 4，095 4，314
う ち 、出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 680 674
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 3，445 3，675
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （△） 27 26
う ち 、上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 △4 △8

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 184 64
うち、一般貸倒引当金 コ ア 資 本 算 入 額 184 64
う ち 、適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当
する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 975 812

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額（イ） 5，255 5，191
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・
ライツに係るものを除く。）の額の合計額 7 1 11

う ち 、の れ ん に 係 る も の の 額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 7 1 11

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適 格 引 当 金 不 足 額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負 債 の 時 価 評 価 に よ り 生 じ た 時 価 評 価
差 額 で あ っ て 自 己 資 本 に 算 入 さ れ る 額
前 払 年 金 費 用 の 額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信 用 金 庫 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額
特 定 項 目 に 係 る 10 ％ 基 準 超 過 額
うち、その他金融機関等の対象普通出資
等に該当するものに関連するものの 額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの 額
う ち 、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る
も の に 限 る 。）に 関 連 す る も の の 額

特 定 項 目 に 係 る 15 ％ 基 準 超 過 額
うち、その他金融機関等の対象普通出資
等に該当するものに関連するものの 額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに
係る無形固定資産に関連するものの 額
う ち 、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る
も の に 限 る 。）に 関 連 す る も の の 額

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額（ロ） 7 11
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （（イ）－（ロ））（ハ） 5，247 5，180
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 （3）
信 用 リ ス ク・ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 59，623 59，939
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 2，248 2，242
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・
サービシング・ライツに係るものを除く。） 1

う ち 、 繰 延 税 金 資 産
う ち 、 前 払 年 金 費 用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △1，365 △1，368
うち、上記以外に 該 当 す る も の の 額 3，611 3，611

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額 3，221 3，336
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額
オペレーショナル・リスク 相 当 額 調 整 額
リ ス ク・ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額（ニ） 62，844 63，276
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 （（ハ）/（ニ）） 8．35% 8．18%
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（2）自己資本の充実度に
関する事項

単位：百万円

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生
商品取引の与信相当額等のことです。

3．「3ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者
に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀
行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

4．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しております。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

÷8%

5．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4%

2017年度 2018年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計※1 59，623 2，384 59，939 2，397
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー※2 57，255 2，290 56，128 2，245
現 金
我が国の中央政府及び中央銀行 向 け
外 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向 け 6 0
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け
外国の中央政府等以外の公共部門向け 1 0
国 際 開 発 銀 行 向 け
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け 20 0 20 0
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け 190 7 190 7
地 方 三 公 社 向 け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 4，833 193 3，740 149
法 人 等 向 け 14，478 579 14，256 570
中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け 11，622 464 12，302 492
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 2，077 83 2，039 81
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 9，199 367 9，413 376
3 ヵ 月 以 上 延 滞 等 474 18 172 6
取 立 未 済 手 形 4 0 9 0
信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 709 28 779 31
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
出 資 等 1，549 61 947 37
出 資 等 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 1，549 61 947 37
重 要 な 出 資 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

上 記 以 外 12，088 483 12，255 490
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

2，275 91 2，275 91

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整
項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 907 36 851 34

特定項目のうち調整項目に算入されない
部 分 に 係 る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融
機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段のうち、その他外部TLAC
関連調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー
上 記 以 外 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 8，905 356 9，129 365

②証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー※3

証 券 化 Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分
非 Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分

再 証 券 化
③‐1．複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）

のうち、個々の資産の把握が困難な資産
③‐2．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 1，372 54
ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 1，372 54
マ ン デ ー ト 方 式
蓋 然 性 方 式（250％）
蓋 然 性 方 式（400％）
フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式（1250％）

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 3，613 144 3，611 144
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △1，365 △54 △1，368 △54

⑥ＣＶＡリスク相当額を8％で除して得た額 8 0 4 0
⑦中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 3 0

ロ．オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 3，221 128 3，336 133
ハ．単 体 総 所 要 自 己 資 本 額（イ＋ロ） 62，844 2，513 63，276 2，531
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（2）自己資本の充実度に
関する事項

単位：百万円

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生
商品取引の与信相当額等のことです。

3．「3ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者
に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀
行等向け」を除く）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

4．当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスクを算定しております。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

÷8%

5．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4%

2017年度 2018年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計※1 59，623 2，384 59，941 2，397
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー※2 57，255 2，290 56，129 2，245
現 金
我が国の中央政府及び中央銀行 向 け
外 国 の 中 央 政 府 及 び 中 央 銀 行 向 け 6 0
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け
外国の中央政府等以外の公共部門向け 1 0
国 際 開 発 銀 行 向 け
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け 20 0 20 0
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け 190 7 190 7
地 方 三 公 社 向 け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 4，833 193 3，740 149
法 人 等 向 け 14，478 579 14，256 570
中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け 11，622 464 12，302 492
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 2，077 83 2，039 81
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 9，199 367 9，413 376
3 ヵ 月 以 上 延 滞 等 474 18 172 6
取 立 未 済 手 形 4 0 9 0
信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 709 28 779 31
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
出 資 等 1，549 61 947 37
出 資 等 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 1，549 61 947 37
重 要 な 出 資 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

上 記 以 外 12，088 483 12，257 490
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

2，275 91 2，275 91

信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整
項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 907 36 849 33

特定項目のうち調整項目に算入されない
部 分 に 係 る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融
機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融
機関等に係るその他外部TLAC関連調達手段のうち、その他外部TLAC
関連調達手段に係る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー
上 記 以 外 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 8，905 356 9，132 365

②証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー※3

証 券 化 Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分
非 Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分

再 証 券 化
③‐1．複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）

のうち、個々の資産の把握が困難な資産
③‐2．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 1，372 54
ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 1，372 54
マ ン デ ー ト 方 式
蓋 然 性 方 式（250％）
蓋 然 性 方 式（400％）
フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式（1250％）

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 3，613 144 3，611 144
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △1，365 △54 △1，368 △54

⑥ＣＶＡリスク相当額を8％で除して得た額 8 0 4 0
⑦中 央 清 算 機 関 関 連 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 3 0

ロ．オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 3，221 128 3，336 133
ハ．単 体 総 所 要 自 己 資 本 額（イ＋ロ） 62，844 2，513 63，278 2，531

／福岡信用金庫／１９０５００９０４ディスクロージャー／２０１９年度・資料編  2019.07.02 08.58.00  Page 17 



P39
表「（3）信用リスクに関する事項
　　（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）」

〈訂正前〉 〈訂正後〉

39

（3）信用リスクに関する事項
（リスク・ウェイトのみな
し計算が適用されるエクス
ポージャー及び証券化エク
スポージャーを除く）

単位：百万円

（注）1．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
2．「3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞
しているエクスポージャーのことです。

3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および
業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。

4．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
〈地域別・業種別及び残存期間別〉

エクスポー
ジャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
3 ヵ 月 以 上
延滞エクス
ポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他の
デリバティブ以外の
オフバランス取引

債 券 デリバティブ
取 引

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度
国 内 116，212 111，071 70，177 69，795 11，142 11，829 709 168

国 外 2，463 3，013 1，013 3，013

地 域 別 合 計 118，675 114，084 70，177 69，795 12，155 14，842 709 168

製 造 業 2，928 2，868 2，501 2，403 400 400 0

農 業 、 林 業 38 39 38 39

漁 業 3 2 3 2

鉱業、採石業、砂利採取業 59 53 59 53

建 設 業 7，152 6，944 6，951 6，743 200 200 132 111

電気・ガス・熱供給・水道業 758 810 260 312 497 498

情 報 通 信 業 826 1，095 409 381 416 714 0 0

運 輸 業 、郵 便 業 1，792 1，783 791 812 902 902

卸 売 業 、小 売 業 6，061 6，031 5，861 5，731 200 300 48 19

金 融 業 、保 険 業 32，263 29，214 2，489 2，482 2，014 4，114

不 動 産 業 28，328 27，653 26，775 26，701 200 200 454 15

物 品 賃 貸 業 370 295 370 295

学術研究、専門・技術サービス業 2，244 2，459 2，244 2，459 5

宿 泊 業 1，109 178 1，109 178

飲 食 業 2，806 2，729 2，806 2，729 26 4

生活関連サービス業、娯楽業 2，061 2，078 2，061 2，078 4 0

教育、学習支 援 業 118 120 118 120

医 療 、 福 祉 2，017 2，140 2，017 2，140 9 8

その他のサービス 2，172 2，786 2，167 2，770 0 0

国・地方公共団体等 9，534 8，707 1，013 1，196 7，321 7，510

個 人 10，119 10，153 10，119 10，153 28 7

そ の 他 5，906 5，936 6 7

業 種 別 合 計 118，675 114，084 70，177 69，795 12，155 14，842 709 168

1 年 以 下 19，134 17，285 9，515 9，157 160 568

1 年 超 3 年 以 下 15，316 7，889 8，232 6，346 1，577 1，542

3 年 超 5 年 以 下 7，214 9，006 5，856 5，220 1，157 3，786

5 年 超 7 年 以 下 6，566 7，433 4，080 4，043 2，386 3，389

7 年 超 10 年 以 下 15，087 13，873 9，809 10，622 4，028 2，950

10 年 超 40，145 40，500 32，446 34，192 2，844 2，604

期間の定めのないもの 15，209 18，095 236 212

残 存 期 間 別 合 計 118，675 114，084 70，177 69，795 12，155 14，842

／福岡信用金庫／１９１１００１３５ディスクロージャー／２０１９年度・資料編  2019.11.06 16.28.38  Page 18 
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（3）信用リスクに関する事項
（リスク・ウェイトのみな
し計算が適用されるエクス
ポージャー及び証券化エク
スポージャーを除く）

単位：百万円

（注）1．オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
2．「3ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞
しているエクスポージャーのことです。

3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および
業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。

4．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
〈地域別・業種別及び残存期間別〉

エクスポー
ジャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
3 ヵ 月 以 上
延滞エクス
ポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他の
デリバティブ以外の
オフバランス取引

債 券 デリバティブ
取 引

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度
国 内 116，212 111，083 70，177 69，795 11，142 11，829 709 168

国 外 2，463 3，013 1，013 3，013

地 域 別 合 計 118，675 114，096 70，177 69，795 12，155 14，842 709 168

製 造 業 2，928 2，868 2，501 2，403 400 400 0

農 業 、 林 業 38 39 38 39

漁 業 3 2 3 2

鉱業、採石業、砂利採取業 59 53 59 53

建 設 業 7，152 6，944 6，951 6，743 200 200 132 111

電気・ガス・熱供給・水道業 758 810 260 312 497 498

情 報 通 信 業 826 1，095 409 381 416 714 0 0

運 輸 業 、郵 便 業 1，792 1，783 791 812 902 902

卸 売 業 、小 売 業 6，061 6，031 5，861 5，731 200 300 48 19

金 融 業 、保 険 業 32，263 29，214 2，489 2，482 2，014 4，114

不 動 産 業 28，328 27，653 26，775 26，701 200 200 454 15

物 品 賃 貸 業 370 295 370 295

学術研究、専門・技術サービス業 2，244 2，459 2，244 2，459 5

宿 泊 業 1，109 178 1，109 178

飲 食 業 2，806 2，729 2，806 2，729 26 4

生活関連サービス業、娯楽業 2，061 2，078 2，061 2，078 4 0

教育、学習支 援 業 118 120 118 120

医 療 、 福 祉 2，017 2，140 2，017 2，140 9 8

その他のサービス 2，172 2，786 2，167 2，770 0 0

国・地方公共団体等 9，534 8，707 1，013 1，196 7，321 7，510

個 人 10，119 10，153 10，119 10，153 28 7

そ の 他 5，906 5，948 6 7

業 種 別 合 計 118，675 114，096 70，177 69，795 12，155 14，842 709 168

1 年 以 下 19，134 17，285 9，515 9，157 160 568

1 年 超 3 年 以 下 15，316 7，889 8，232 6，346 1，577 1，542

3 年 超 5 年 以 下 7，214 9，006 5，856 5，220 1，157 3，786

5 年 超 7 年 以 下 6，566 7，433 4，080 4，043 2，386 3，389

7 年 超 10 年 以 下 15，087 13，873 9，809 10，622 4，028 2，950

10 年 超 40，145 40，500 32，446 34，192 2，844 2，604

期間の定めのないもの 15，209 18，107 236 212

残 存 期 間 別 合 計 118，675 114，096 70，177 69，795 12，155 14，842

／福岡信用金庫／１９０５００９０４ディスクロージャー／２０１９年度・資料編  2019.07.02 08.58.00  Page 18 



P40
表「ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等」

40

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 単位：百万円

単位：百万円

（注）1．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

単位：百万円

（注）1．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
2．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。
3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよ
び中央精算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

告示で定めるリスク・
ウェイト区分 （％）

エクスポージャーの額
2017年度 2018年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
0% 18，870 20，586
10% 13，154 12，613
20% 500 24，227 18，157 547
35% 5，985 5，880
50% 2，318 3，116
75% 18，471 18，635
100% 100 34，834 100 34，159
150% 11 121
200%
250% 201 165
1250%
自己資本控除
合 計 118，675 114，084

個別貸倒引当金
貸出金償却期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度
製 造 業 17 35 35 7 35 17 35 7 0
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業 、採石業、
砂 利 採 取 業
建 設 業 57 54 54 28 2 3 55 51 54 28 1 20

電 気・ガ ス・熱
供 給 ・ 水 道 業
情 報 通 信 業 2 2 0
運輸業、郵便業
卸売業、小売業 8 2 2 1 3 4 2 2 1 7 24
金融業、保険業
不 動 産 業 71 8 8 7 47 24 8 8 7 75
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・
技術サービス業 0 0 0 0 0 0 0

宿 泊 業 5 3 3 2 5 3 3 2
飲 食 業 2 4 4 24 2 4 4 24 2 2

生活関連サービ
ス 業 、 娯 楽 業 1 1 1 1 0 1 1

教育、学習支援業
医 療 、 福 祉 7 5 5 4 7 5 5 4 4
その他のサービス 8 10 10 5 8 10 10 5 5
国・地方公共団体等
個 人 5 1 1 0 5 1 1 0
合 計 190 127 127 82 57 38 133 89 127 82 96 48

期 別 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 2017年度 204 184 204 184
2018年度 184 64 184 64

個 別 貸 倒 引 当 金 2017年度 190 127 57 133 127
2018年度 127 82 38 89 82

合 計 2017年度 395 312 57 337 312
2018年度 312 147 38 273 147

／福岡信用金庫／１９１１００１３５ディスクロージャー／２０１９年度・資料編  2019.11.11 11.30.22  Page 19 
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ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 単位：百万円

単位：百万円

（注）1．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

単位：百万円

（注）1．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
2．エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。
3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよ
び中央精算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

告示で定めるリスク・
ウェイト区分 （％）

エクスポージャーの額
2017年度 2018年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
0% 18，870 20，586
10% 13，154 12，613
20% 500 24，227 18，157 547
35% 5，985 5，880
50% 2，318 3，116
75% 18，471 18，635
100% 100 34，834 100 34，172
150% 11 121
200%
250% 201 164
1250%
自己資本控除
合 計 118，675 114，096

個別貸倒引当金
貸出金償却期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度
製 造 業 17 35 35 7 35 17 35 7 0
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業 、採石業、
砂 利 採 取 業
建 設 業 57 54 54 28 2 3 55 51 54 28 1 20

電 気・ガ ス・熱
供 給 ・ 水 道 業
情 報 通 信 業 2 2 0
運輸業、郵便業
卸売業、小売業 8 2 2 1 3 4 2 2 1 7 24
金融業、保険業
不 動 産 業 71 8 8 7 47 24 8 8 7 75
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・
技術サービス業 0 0 0 0 0 0 0

宿 泊 業 5 3 3 2 5 3 3 2
飲 食 業 2 4 4 24 2 4 4 24 2 2

生活関連サービ
ス 業 、 娯 楽 業 1 1 1 1 0 1 1

教育、学習支援業
医 療 、 福 祉 7 5 5 4 7 5 5 4 4
その他のサービス 8 10 10 5 8 10 10 5 5
国・地方公共団体等
個 人 5 1 1 0 5 1 1 0
合 計 190 127 127 82 57 38 133 89 127 82 96 48

期 別 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金 2017年度 204 184 204 184
2018年度 184 64 184 64

個 別 貸 倒 引 当 金 2017年度 190 127 57 133 127
2018年度 127 82 38 89 82

合 計 2017年度 395 312 57 337 312
2018年度 312 147 38 273 147
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